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資料３

上段：前回再評価

下段：今回再評価
事業化
年度

完了予定
年度

前回
（Ｈ２７）

外郭施設の整備により、津波に対す
る防災対策の強化、係留施設の整備
により、衛生管理対策や漁業活動の
効率化を図ることを目的に整備を進
めていきます。

H28 H37 107.6 41%

・水産物生産コストの削減効果
・漁獲機会の増大効果
・漁獲物付加価値化の効果
・漁業就業者の労働環境改善効果
・生命・財産保全・防御効果
・避難・救助・災害対策効果

1.21 85 103

今回
（Ｒ５）

同上 H28 R12 167.7 27%

・水産物生産コストの削減効果
・漁獲機会の増大効果
・漁獲物付加価値化の効果
・漁業就業者の労働環境改善効果
・生命・財産保全・防御効果(追加)
・避難・救助・災害対策効果

1.30 151 198

前回
（Ｈ２９）

外郭施設の整備により、津波に対す
る防災対策の強化、係留施設の整備
により、衛生管理対策や漁業活動の
効率化を図ることを目的に整備を進
めていきます。

H30 H39 79.1 79%

・水産物生産コストの削減効果
・漁獲機会の増大効果
・漁獲物付加価値化の効果
・漁業就業者の労働環境改善効果
・生命・財産保全・防御効果
・避難・救助・災害対策効果

1.20 61 73

今回
（Ｒ５）

同上 H30 R12 110.9 57% 同上 1.30 113 148

※1 進捗率は、それぞれの全体事業費に対する進捗率を示す ◆重点審議案件の選定要件 （ａ）事業計画が顕著に変更された事業

（ｂ）推定便益が顕著に減少する事業

：重点審議案件 （ｃ）推定事業費が顕著に増加する事業

（ｄ）事業の進捗予定が顕著に遅れている事業

（ｅ）その他の要因

重点審議

（ｃ）推定事業費が顕
著に増加する事業

再～6
歯舞地区直轄特定漁港漁場整備
事業

漁業情勢の変
化

対応方針(案)については、特段の意見はあ
りません。
事業の継続につきましては、特段のご配慮
をお願いいたします。

継続
事業の必要性・重要性に変化
はなく、費用対効果等の投資
効果も確認されているため。

重点審議

（ｃ）推定事業費が顕
著に増加する事業

再～5
落石地区直轄特定漁港漁場整備
事業

漁業情勢の変
化

対応方針(案)については、特段の意見はあ
りません。
事業の継続につきましては、特段のご配慮
をお願いいたします。

継続
事業の必要性・重要性に変化
はなく、費用対効果等の投資
効果も確認されているため。
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